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2025 年５月８日 

 

各 位 

会 社 名 B E E N O S 株 式 会 社   

代 表 者 名 代表取締役 執行役員社長 直井 聖太 

 （コード番号：3328 東証プライム） 

問 合 せ 先 取締役 常務執行役員 三 浦  敦 佑 

 （電話番号：03-6824-9753） 

 

LINE ヤフー株式会社による当社株券等に対する公開買付けの結果並びに親会社、主要株主である筆頭株

主の異動に関するお知らせ 

 

 

LINE ヤフー株式会社（以下「公開買付者」といいます。）が 2025 年３月 24 日から実施しておりました当社普通株式

及び本新株予約権（注）（以下当社普通株式と本新株予約権を総称して「当社株券等」といいます。）に対する公開買

付け（以下「本公開買付け」といいます。）が、2025 年５月７日をもって終了いたしましたので、下記のとおりお知ら

せいたします。 

また、本公開買付けの結果、2025 年５月 14 日（本公開買付けの決済の開始日）をもって、下記のとおり当社の親会

社及び主要株主である筆頭株主に異動が発生する見込みとなりましたので、併せてお知らせいたします。 

 

（注）「本新株予約権」とは、下記①から⑥の新株予約権を総称していいます。 

① 2018 年３月 15 日開催の取締役会の決議に基づいて発行された第 11 回新株予約権（行使期間は 2020 年

４月１日から 2028 年３月 14 日まで） 

② 2020 年２月６日開催の取締役会の決議に基づいて発行された第 12 回新株予約権（行使期間は 2020 年

２月 25 日から 2030 年２月 24 日まで） 

③ 2020 年２月６日開催の取締役会の決議に基づいて発行された第 13 回新株予約権（行使期間は 2022 年

２月７日から 2030 年２月６日まで） 

④ 2021 年５月 27 日開催の取締役会の決議に基づいて発行された第 14 回新株予約権（行使期間は 2023 年

５月 28 日から 2031 年５月 27 日まで） 

⑤ 2022 年８月４日開催の取締役会の決議に基づいて発行された第 15 回新株予約権（行使期間は 2024 年

８月５日から 2032 年８月４日まで） 

⑥ 2024 年６月 20 日開催の取締役会の決議に基づいて発行された第 16 回新株予約権（行使期間は 2024 年

７月８日から 2034 年７月７日まで） 

 

記 

 

１．本公開買付けの結果について 

 当社は、本日、公開買付者より、添付資料「BEENOS株式会社（証券コード：3328）に対する公開買付けの結

果に関するお知らせ」に記載のとおり、本公開買付けの結果について報告を受けました。 

 なお、本公開買付けに応募された当社株券等の数の合計が買付予定数の下限（8,876,800 株）以上となりまし

たので、本公開買付けは成立しております。 

 

２．親会社及び主要株主である筆頭株主の異動について 
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（１）異動予定年月日 

2025 年５月 14 日（本公開買付けの決済の開始日） 

 

（２）異動が生じる経緯 

 当社は、本日、公開買付者より、本公開買付けの結果について、当社株券等 11,335,722 株（本新株予約権に

ついてはその目的となる株式数に換算しています。以下同じです。）の応募があり、応募された当社株券等の総

数が買付予定数の下限（8,876,800 株）に達したため、その全てを取得することとなった旨の報告を受けまし

た。 

この結果、本公開買付けの決済が行われた場合には、2025 年５月 14 日（本公開買付けの決済の開始日）付

で、当社の総株主の議決権に対する公開買付者の所有する議決権の割合が 50％を超えることとなるため、公開

買付者は、新たに当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなります。これに伴い、公開買付

者の親会社である A ホールディングス株式会社、ソフトバンク株式会社、ソフトバンクグループジャパン株式会

社及びソフトバンクグループ株式会社についても、公開買付者を通じて当社株式を間接的に所有することとなる

ため、同日付で新たに当社の親会社に該当することとなります 

 

（３）異動する株主の概要 

① LINE ヤフー株式会社（新たに親会社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなる株主） 

（１） 名 称 LINE ヤフー株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区紀尾井町１番３号 

（３） 
代表者の役職・氏名 

代表取締役会長 川邊 健太郎 

代表取締役社長 CEO（最高経営責任者） 出澤 剛 

（４） 事 業 内 容 
インターネット広告事業、イーコマース事業及び会員サービス事

業などの展開並びにグループ会社の経営管理業務など 

（５） 資 本 金 249,483 百万円（2024 年９月 30 日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1996 年１月 31 日 

（７） 

大株主及び持株比率 

（2024 年９月 30 日現

在）（注） 

A ホールディングス株式会社 62.5％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6.1％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505325 

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部) 3.3％ 

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 2.3％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部) 1.2％ 

STATE STREET BANK WEST CLIENT – TREATY 505234 

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部) 0.7％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部) 0.6％ 

JP MORGAN CHASE BANK 385632 

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部) 0.6％ 

JP MORGAN CHASE BANK 385781 

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部) 0.5％ 

J.P.Morgan Securities plc 

(常任代理人 JPモルガン証券株式会社)                 0.5％ 

（８） 当社と公開買付者の関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 公開買付者とは、越境 EC 仲介サービスの提供を通じた取引関係が
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あります。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該  当  状  況 
該当事項はありません。 

（注）「大株主及び持株比率（2024 年９月 30 日現在）」は、公開買付者が 2024 年 11 月８日に提出した第 30 期半期報

告書の「第３ 提出会社の状況」の「５. 大株主の状況」より引用しております。 

 

② A ホールディングス株式会社（新たに親会社に該当することとなる株主） 

（１） 名 称 A ホールディングス株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区海岸一丁目７番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 宮川 潤一 

（４） 事 業 内 容 持株会社 

（５） 資 本 金 100 百万円（2024 年９月 30 日時点）  

（６） 設 立 年 月 日 2000 年９月４日 

（７） 大株主及び持株比率 

（2024 年９月 30 日現

在） 

ソフトバンク株式会社 50.00％ 

NAVER Corporation 42.25％ 

NAVER J.Hub 株式会社                 7.75％ 

（８） 上場会社と当該株主の関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該  当  状  況 
該当事項はありません。 

 

③ ソフトバンク株式会社（新たに親会社に該当することとなる株主） 

（１） 名 称 ソフトバンク株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区海岸一丁目７番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 社長執行役員 兼 CEO 宮川 潤一 

（４） 事 業 内 容 
移動通信サービスの提供、携帯端末の販売、固定通信サービスの

提供、インターネット接続サービスの提供 

（５） 資 本 金 222,924 百万円（2024 年９月 30 日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1986 年 12 月９日 

（７） 

大株主及び持株比率 

（2024 年９月 30 日現

在）（注） 

ソフトバンクグループジャパン株式会社 40.17％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 10.38％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3.67％ 

STATE STREET BANK WEST CLIENT TREATY 505234 

（常任代理人株式会社みずほ銀行決済営業部） 1.39％ 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社              1.21％ 

ＪＰモルガン証券株式会社 0.99％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 0.87％ 

JP MORGAN CHASE BANK 385781 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 0.81％ 

JP MORGAN CHASE BANK 380084 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 0.52％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）          0.51％ 
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（８） 上場会社と当該株主の関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該  当  状  況 
該当事項はありません。 

（注）「大株主及び持株比率（2024 年９月 30 日現在）」は、ソフトバンク株式会社が 2024 年 11 月 12 日に提出した第

39 期半期報告書の「第３ 提出会社の状況」の「（５） 大株主の状況」より引用しております。 

 

④ ソフトバンクグループジャパン株式会社（新たに親会社に該当することとなる株主） 

（１） 名 称 ソフトバンクグループジャパン株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区海岸一丁目７番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 孫 正義 

（４） 事 業 内 容 持株会社 

（５） 資 本 金 188,798 百万円（2024 年９月 30 日現在）  

（６） 設 立 年 月 日 2001 年１月 26 日 

（７） 大株主及び持株比率 

（2024 年９月 30 日現

在） 

ソフトバンクグループ株式会社              100% 

（８） 上場会社と当該株主の関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該  当  状  況 
該当事項はありません。 

 

⑤ ソフトバンクグループ株式会社（新たに親会社に該当することとなる株主） 

（１） 名 称 ソフトバンクグループ株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区海岸一丁目７番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 会長兼社長執行役員 孫 正義 

（４） 事 業 内 容 持株会社 

（５） 資 本 金 238,772 百万円（2024 年９月 30 日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1981 年９月３日 

（７） 

大株主及び持株比率 

（2024 年９月 30 日現

在）（注） 

孫 正義 29.14％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 16.79％ 

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 7.02％ 

JP MORGAN CHASE BANK 380763  

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部) 2.01％ 

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234  

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部) 1.41％ 

HSBC HONG KONG-TREASURY SERVICES A/C ASIAN EQUITIES 

DERIVATIVES  

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 1.32％ 

孫コーポレーション合同会社 1.32％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 

（ 常 任 代 理 人  株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 決 済 営 業 部 ）            



 

5 

 

1.30% 

孫アセットマネージメント合同会社 1.28％ 

GOVERNMENT OF NORWAY  

（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京支店）   0.99％ 

（８） 上場会社と当該株主の関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該  当  状  況 
該当事項はありません。 

（注）「大株主及び持株比率（2024 年９月 30 日現在）」は、ソフトバンクグループ株式会社が 2024 年 11 月 13 日に提

出した第 45 期半期報告書の「第３ 提出会社の状況」の「（５） 大株主の状況」より引用しております。 

 

（４）異動前後における当該株主の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

① LINE ヤフー株式会社 

 属性 議決権の数（議決権所有割合（注）、所有株式数） 大株主 

順位 直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 － － － － － 

異動後 親会社及び 

主要株主であ

る筆頭株主 

113,357 個 

（84.32％） 

（11,335,722 株） 

－ 113,357 個 

（84.32％） 

（11,335,722 株） 

第１位 

（注）「議決権所有割合」は、（i）当社が 2025 年２月 12 日に公表した「2025 年９月期 第１四半期決算短信〔日

本基準〕（連結）」に記載された 2024 年 12 月 31 日現在の発行済株式総数（13,608,995 株）に、(ii)同日

現在残存し行使可能な第 11 回新株予約権 282 個の目的となる当社株式数 28,200 株、第 12 回新株予約権

2,388個の目的となる当社株式数238,800株、第13回新株予約権1,136個の目的となる当社株式数113,600

株、第 14 回新株予約権 259 個の目的となる当社株式数 25,900 株、第 15 回新株予約権 1,831 個の目的と

なる当社株式数 18,310 株、第 16 回新株予約権 1,360 個の目的となる当社株式数 136,000 株を加算した

株式数（14,169,805 株）から、(iii)同日現在の当社が所有する自己株式数（725,462 株）を控除した株

式数（13,444,343 株）に係る議決権の数（134,443 個）に基づき算出し、少数点第三位を四捨五入してお

ります。以下同じです。 

 

② A ホールディングス株式会社 

 属性 議決権の数（議決権所有割合、所有株式数） 大株主 

順位 直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 － － － － － 

異動後 親会社 

（当社株式の

間接保有） 

－ 113,357 個 

（84.32％） 

（11,335,722 株） 

113,357 個 

（84.32％） 

（11,335,722 株） 

－ 

 

③ ソフトバンク株式会社 

 属性 議決権の数（議決権所有割合、所有株式数） 大株主 

順位 直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 － － － － － 

異動後 親会社 

（当社株式の

間接保有） 

－ 113,357 個 

（84.32％） 

（11,335,722 株） 

113,357 個 

（84.32％） 

（11,335,722 株） 

－ 
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④ ソフトバンクグループジャパン株式会社 

 属性 議決権の数（議決権所有割合、所有株式数） 大株主 

順位 直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 － － － － － 

異動後 親会社 

（当社株式の

間接保有） 

－ 113,357 個 

（84.32％） 

（11,335,722 株） 

113,357 個 

（84.32％） 

（11,335,722 株） 

－ 

 

⑤ ソフトバンクグループ株式会社 

 属性 議決権の数（議決権所有割合、所有株式数） 大株主 

順位 直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 － － － － － 

異動後 親会社 

（当社株式の

間接保有） 

－ 113,357 個 

（84.32％） 

（11,335,722 株） 

113,357 個 

（84.32％） 

（11,335,722 株） 

－ 

 

（５）開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

本公開買付けの結果、A ホールディングス株式会社及びソフトバンクグループジャパン株式会社は当社の非上場

の親会社等となりますが、当社の意思決定及び事業活動に与える影響が最も大きい親会社等は公開買付者と考え

られるため、開示対象となる非上場の親会社等には該当しません。 

 

（６）今後の見通し 

上記のとおり、公開買付者は本公開買付けにより当社株式の全て（但し、譲渡制限付株式報酬として当社の取締

役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に付与された当社の譲渡制限付株式及び本新株予約権の行使

により交付される当社株式を含み、当社が所有する自己株式を除きます。）及び本新株予約権の全てを取得できな

かったため、2025 年３月 21 日付当社プレスリリース「LINE ヤフー株式会社による当社株券等に対する公開買付け

の開始に関する賛同の意見表明及び応募推奨のお知らせ」の「３．本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理

由」の「（５）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の一連の手続に従

って、当社の株主を公開買付者のみとすることを予定しているとのことです。 

当該手続の実施により、当社株式は株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）の上場廃止

基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所プライム市場

において取引することはできなくなります。 

今後の具体的な手続及びその実施時期等については、公開買付者と協議の上、決定次第速やかに公表いたします。 

 

以 上 

 

（添付資料） 

2025 年５月８日付「BEENOS 株式会社（証券コード：3328）に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」
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【ディスクレーマー】 

 

【勧誘規制】 

このプレスリリースは、本公開買付けを一般に公表するための記者発表文であり、売付けの勧誘を目的として作

成されたものではありません。売付けの申込みをされる際は、必ず本公開買付けに関する公開買付説明書を注意

深くお読みいただいた上で、株主ご自身の判断で申込みを行ってください。このプレスリリースは、有価証券に

係る売却の申込み若しくは勧誘、購入申込みの勧誘に該当する、又はその一部を構成するものではなく、このプ

レスリリース（若しくはその一部）又はその配布の事実が本公開買付けに係るいかなる契約の根拠となることも

なく、また、契約締結に際してこれらに依拠することはできないものとします。 

【米国規制】 

本公開買付けは、日本の金融商品取引法で定められた手続及び情報開示基準を遵守して実施されますが、これら

の手続及び基準は、米国における手続及び情報開示基準とは必ずしも同じではありません。特に米国1934年証券

取引所法（Securities Exchange Act of 1934。その後の改正を含みます。）第13条(e)項又は第14条(d)項及び同

条の下で定められた規則は本公開買付けには適用されず、本公開買付けはこれらの手続及び基準に沿ったもので

はありません。このプレスリリース及びこのプレスリリースの参照書類に含まれ又は言及されている全ての財務

情報は日本会計基準（J-GAAP）に基づいており、米国の会計基準（US-GAAP）に基づくものではなく、米国の会計

基準に基づいて作成された財務情報と同等又は比較可能であるものとは限りません。また、公開買付者は米国外

で設立された法人であり、その役員の一部又は全部は米国居住者ではないため、米国の証券法に基づき発生する

権利又は要求を行使することが困難となる可能性があります。米国の証券法の違反を根拠として、米国外の法人

及びその役員に対して、米国外の裁判所において法的手続を取ることができない可能性があります。加えて、米

国外の法人並びに当該法人の子会社及び関連者（affiliate）に米国の裁判所の管轄が認められるとは限りませ

ん。 

本公開買付けに関する全ての手続は、全て日本語において行われるものとします。本公開買付けに関する書類の

全部又は一部については英語で作成されますが、当該英語の書類と日本語の書類との間に齟齬が存した場合に

は、日本語の書類が優先するものとします。 

公開買付者及び当社（その関連者を含みます。）並びにそれらの各ファイナンシャル・アドバイザー並びに公開

買付代理人の関連者は、それらの通常の業務の範囲において、日本の金融商品取引関連法制上許容される範囲で、

米国1934年証券取引所法規則第14e–５条(b)の要件に従い、当社の普通株式を自己又は顧客の勘定で本公開買付

けの開始前、又は本公開買付けの買付け等の期間中に本公開買付けによらず買付け等又はそれに向けた行為を行

う可能性があります。そのような買付け等に関する情報が日本で開示された場合には、当該買付けを行った者が、

そのウェブサイト上で英語で開示します。 

【将来に関する記述】 

このプレスリリースには公開買付者及び当社、その他の企業等の今後のビジネスに関するものを含めて、「予期

する」、「予想する」、「意図する」、「予定する」、「確信する」、「想定する」等の、将来の見通しに関す

る表現が含まれている場合があります。こうした表現は、公開買付者の現時点での事業見通しに基づくものであ

り、今後の状況により変わる場合があります。公開買付者は、こうした表現について、実際の業績や諸々の状況、

条件の変更等を反映するための将来の見通しに関する表現の現行化の義務を負うものではありません。 

このプレスリリースには、米国1933年証券法（Securities Act of 1933。その後の改正を含みます。）第27Ａ条

及び米国1934年証券取引所法第21Ｅ条で定義された「将来に関する記述」(forward-looking statements)が含ま

れています。既知若しくは未知のリスク、不確実性又はその他の要因により、実際の結果が「将来に関する記述」

として明示的又は黙示的に示された予測等と大きく異なることがあります。公開買付者又はその関連者は、「将

来に関する記述」として明示的又は黙示的に示された予測等が結果的に正しくなることをお約束することはでき

ません。このプレスリリース中の「将来に関する記述」は、プレスリリースの日付の時点で公開買付者が有する

情報を基に作成されたものであり、法令又は金融商品取引所規則で義務付けられている場合を除き、公開買付者

又は当社（その関連者を含みます。）は、将来の事象や状況を反映するために、その記述を更新したり修正した

りする義務を負うものではありません。 

【その他の国】 
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国又は地域によっては、このプレスリリースの発表、発行又は配布に法律上の制限が課されている場合がありま

す。かかる場合はそれらの制限に留意し、遵守してください。このプレスリリースの発表、発行又は配布は本公

開買付けに関する株券の買付け等の申込み又は売付け等の申込みの勧誘をしたことにはならず、単に情報として

の資料配布とみなされるものとします。 

 

 

  



 

9 

 

 

 

2025 年５月８日  

各 位 

会 社 名 L I N E ヤ フ ー 株 式 会 社 
代 表 者 名 代表取締役社長 CEO 出澤 剛  

              （コード：4689 東証プライム） 
問い合わせ先 上級執行役員 CFO（最高財務責任者） 

坂  上  亮  介 
 （電話：03-6779-4900） 

 

 

BEENOS 株式会社（証券コード：3328）に対する公開買付けの結果に関するお知らせ 

 

LINE ヤフー株式会社（以下「公開買付者」といいます。）は、2025 年３月 21 日開催の取締役会において、BEENOS 株

式会社（証券コード：3328、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）プライム市場上場、

以下「対象者」といいます。）の普通株式（以下「対象者株式」といいます。）及び本新株予約権（「本新株予約権」に

ついては、下記「１．買付け等の概要」の「（３）買付け等に係る株券等の種類」の「② 新株予約権」において定義さ

れます。以下同じとします。）を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号。その後の改正を含みます。以下「法」とい

います。）及び関係法令に基づく公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を開始することを決議し、2025 年

３月 24 日より本公開買付けを実施しておりましたが、本公開買付けが 2025 年５月７日をもって終了いたしましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．買付け等の概要 

（１）公開買付者の名称及び所在地 

LINE ヤフー株式会社 

東京都千代田区紀尾井町１番３号 

 

（２）対象者の名称 

BEENOS 株式会社 

 

（３）買付け等に係る株券等の種類 

① 普通株式 

② 新株予約権 

（a）2018 年３月 15 日開催の取締役会の決議に基づいて発行された新株予約権（以下「第 11 回新株予約権」と

いいます。）（行使期間は 2020 年４月１日から 2028 年３月 14 日まで） 

（b）2020 年２月６日開催の取締役会の決議に基づいて発行された新株予約権（以下「第 12 回新株予約権」とい

います。）（行使期間は 2020 年２月 25 日から 2030 年２月 24 日まで） 

（c）2020 年２月６日開催の取締役会の決議に基づいて発行された新株予約権（以下「第 13 回新株予約権」とい

います。）（行使期間は 2022 年２月７日から 2030 年２月６日まで） 

（d）2021 年５月 27 日開催の取締役会の決議に基づいて発行された新株予約権（以下「第 14 回新株予約権」と

いいます。）（行使期間は 2023 年５月 28 日から 2031 年５月 27 日まで） 

（e）2022 年８月４日開催の取締役会の決議に基づいて発行された新株予約権（以下「第 15 回新株予約権」とい

います。）（行使期間は 2024 年８月５日から 2032 年８月４日まで） 

（f）2024 年６月 20 日開催の取締役会の決議に基づいて発行された新株予約権（以下「第 16 回新株予約権」と
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いい、第 11 回新株予約権、第 12 回新株予約権、第 13 回新株予約権、第 14 回新株予約権、第 15 回新株予

約権及び第 16 回新株予約権を総称して「本新株予約権」といいます。）（行使期間は 2024 年７月８日から

2034 年７月７日まで） 

 

（４）買付予定の株券等の数 

株券等の種類 買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

普通株式 13,444,343 株 8,876,800 株 ― 株 

合計 13,444,343 株 8,876,800 株 ― 株 

（注１）本公開買付けに応募された株券等（以下「応募株券等」といいます。）の数の合計が買付予定数の下限

（8,876,800 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行いません。応募株券等の数の合

計が買付予定数の下限（8,876,800 株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等を行います。 

（注２）本公開買付けにおいては、買付予定数に上限を設定しておりませんので、上記の「買付予定数」には、

公開買付者が取得する対象者株式の最大数（13,444,343 株）を記載しております。これは、対象者が 2025

年２月 12 日に公表した「2025 年９月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」に記載された 2024

年 12 月 31 日現在の発行済株式総数（13,608,995 株）に、対象者から同日現在残存するものと報告を受

けた本新株予約権 7,256 個の目的である対象者株式数 560,810 株を加算した株式数(14,169,805 株)か

ら、同日現在の対象者が所有する自己株式数（725,462 株）を控除した株式数（13,444,343 株）（以下「対

象者潜在株式勘案後株式総数」といいます。）です。 

（注３）単元未満株式についても、本公開買付けの対象としております。なお、会社法（平成 17 年法律第 86 号。

その後の改正を含みます。）に従って株主による単元未満株式買取請求権が行使された場合には、対象

者は法令の手続に従い本公開買付けにおける買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）中

に自己の株式を買い取ることがあります。 

（注４）本公開買付けを通じて、対象者が所有する自己株式を取得する予定はありません。 

 

（５）買付け等の期間 

① 届出当初の買付け等の期間 

2025 年３月 24 日（月曜日）から 2025 年５月７日（水曜日）まで（30 営業日） 

 

② 対象者の請求に基づく延長の可能性 

該当事項はありません。 

 

（６）買付け等の価格 

① 対象者株式１株につき、金 4,000 円 

② 新株予約権 

第 11 回新株予約権１個につき、226,300 円 

第 12 回新株予約権１個につき、292,900 円 

第 13 回新株予約権１個につき、292,900 円 

第 14 回新株予約権１個につき、27,000 円 

第 15 回新株予約権１個につき、14,740 円 

第 16 回新株予約権１個につき、166,100 円 

 

２．買付け等の結果 

（１）公開買付けの成否 
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本公開買付けにおいては、応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（8,876,800 株）に満たない場合は、応募

株券等の全部の買付け等を行わない旨の条件を付しておりましたが、応募株券等の数の合計（11,335,722 株）が

買付予定数の下限（8,876,800 株）以上となりましたので、公開買付開始公告及び公開買付届出書に記載のとお

り、応募株券等の全部の買付け等を行います。 

 

（２）公開買付けの結果の公告日及び公告掲載新聞名 

法第 27 条の 13 第１項の規定に基づき、金融商品取引法施行令（昭和 40 年政令第 321 号。その後の改正を含み

ます。）第９条の４及び発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵省令第

38 号。その後の改正を含みます。以下「府令」といいます。）第 30 条の２に規定する方法により、2025 年５月

８日に、株式会社東京証券取引所において、本公開買付けの結果を報道機関に公表いたしました。 

 

（３）買付け等を行った株券等の数 

株券等種類 ① 株式に換算した応募数 ② 株式に換算した買付数 

株 券 10,918,182 株 10,918,182 株 

新 株 予 約 権 証 券 417,540 株 417,540 株 

新 株 予 約 権 付 社 債 券 ― 株 ― 株 

株 券 等 信 託 受 益 証 券 

（ ） 
― 株 ― 株 

株 券 等 預 託 証 券 

（ ） 
― 株 ― 株 

合 計 11,335,722 株 11,335,722 株 

（潜在株券等の数の合計） （417,540 株）  （417,540 株） 

 

（４）買付け等を行った後における株券等所有割合 

買付け等前における公開買付者の

所有株券等に係る議決権の数 
― 個 

（買付け等前における株券等所有割合

― ％） 

買付け等前における特別関係者の

所有株券等に係る議決権の数 
800 個 

（買付け等前における株券等所有割合

0.60％） 

買付け等後における公開買付者の

所有株券等に係る議決権の数 
113,357 個 

（買付け等後における株券等所有割合

84.32％） 

買付け等後における特別関係者の

所有株券等に係る議決権の数 
― 個 

（買付け等後における株券等所有割合

― ％） 

対象者の総株主の議決権の数 128,266個  

（注１）「買付け等前における特別関係者の所有株券等に係る議決権の数」は、各特別関係者（ただし、特別関係

者のうち法第 27 条の２第１項各号における株券等所有割合の計算において府令第３条第２項第１号に

基づき特別関係者から除外される者を除きます。）が所有する株券等に係る議決権の数の合計を記載し

ております。 

（注２）「対象者の総株主の議決権の数」は、対象者が 2024 年 12 月 20 日に提出した第 25 期有価証券報告書に記

載された 2024年９月 30日現在の総株主の議決権の数（１単元の株式数を 100株として記載されたもの）

です。ただし、単元未満株式（ただし、対象者が所有する単元未満の自己株式を除きます。）及び本新株

予約権の行使により発行又は移転される可能性のある対象者株式についても本公開買付けの対象として
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いたため、「買付け等前における株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」の計算に

おいては、対象者潜在株式勘案後株式総数（13,444,343 株）に係る議決権の数（134,443 個）を分母と

して計算しております。 

（注３）「買付け等前における株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」は、小数点以下第三

位を四捨五入しております。 

 

（５）あん分比例方式により買付け等を行う場合の計算 

該当事項はありません。 

 

（６）決済の方法 

① 買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地 

みずほ証券株式会社  東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

 

② 決済の開始日 

2025 年５月 14 日（水曜日） 

 

③ 決済の方法 

公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を本公開買付けに応募した株主（以下

「応募株主等」といいます。）（外国の居住者である株主（法人株主を含みます。以下「外国人株主」といいま

す。）の場合はその常任代理人）の住所宛に郵送いたします。買付けは、現金にて行います。買付けられた株券

等に係る売却代金を応募株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）の指示により、決済の開始日以後遅滞

なく、公開買付代理人から応募株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）の指定した場所へ送金するか、

公開買付代理人の応募受付けをした応募株主等の口座へお支払いします。 

 

３．公開買付け後の方針等及び今後の見通し 

公開買付者が 2025 年３月 21 日付で公表した「BEENOS 株式会社（証券コード：3328）に対する公開買付

けの開始に関するお知らせ」に記載した内容から変更はありません。 

なお、本公開買付けの結果を受け、公開買付者は、対象者株式の全て（ただし、譲渡制限付株式報酬とし

て対象者の取締役及び従業員並びに対象者子会社の取締役及び従業員に付与された対象者の譲渡

制限付株式並びに本新株予約権の行使により交付される対象者株式を含み、対象者が所有する自己

株式を除きます。）を取得することを目的とした手続を実施することを予定しております。対象者

株式は、本日現在、東京証券取引所プライム市場に上場されていますが、当該手続が実施された場

合、東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となります。なお、上場廃

止後は、対象者株式を東京証券取引所において取引することはできません。今後の手続については、

対象者と協議の上、決定次第、対象者が速やかに公表する予定です。 

 
４．公開買付報告書の写しを縦覧に供する場所 

LINE ヤフー株式会社 

（東京都千代田区紀尾井町１番３号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

以 上 
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【ディスクレーマー】 

 

【勧誘規制】 

このプレスリリースは、本公開買付けを一般に公表するための記者発表文であり、売付けの勧誘を目的

として作成されたものではありません。売付けの申込みをされる際は、必ず本公開買付けに関する公開

買付説明書を注意深くお読みいただいた上で、株主ご自身の判断で申込みを行ってください。このプレ

スリリースは、有価証券に係る売却の申込み若しくは勧誘、購入申込みの勧誘に該当する、又はその一

部を構成するものではなく、このプレスリリース（若しくはその一部）又はその配布の事実が本公開買

付けに係るいかなる契約の根拠となることもなく、また、契約締結に際してこれらに依拠することはで

きないものとします。 

【米国規制】 

本公開買付けは、日本の金融商品取引法で定められた手続及び情報開示基準を遵守して実施されますが、

これらの手続及び基準は、米国における手続及び情報開示基準とは必ずしも同じではありません。特に

米国1934年証券取引所法（Securities Exchange Act of 1934。その後の改正を含みます。）第13条(e)

項又は第14条(d)項及び同条の下で定められた規則は本公開買付けには適用されず、本公開買付けはこ

れらの手続及び基準に沿ったものではありません。このプレスリリース及びこのプレスリリースの参照

書類に含まれ又は言及されている全ての財務情報は国際会計基準（IFRS）又は日本会計基準（J-GAAP）

に基づいており、米国の会計基準（US-GAAP）に基づくものではなく、米国の会計基準に基づいて作成さ

れた財務情報と同等又は比較可能であるものとは限りません。また、公開買付者は米国外で設立された

法人であり、その役員の一部又は全部は米国居住者ではないため、米国の証券法に基づき発生する権利

又は要求を行使することが困難となる可能性があります。米国の証券法の違反を根拠として、米国外の

法人及びその役員に対して、米国外の裁判所において法的手続を取ることができない可能性があります。

加えて、米国外の法人並びに当該法人の子会社及び関連者（affiliate）に米国の裁判所の管轄が認めら

れるとは限りません。 

本公開買付けに関する全ての手続は、特段の記載がない限り、全て日本語において行われるものとしま

す。本公開買付けに関する書類の全部又は一部については英語で作成されますが、当該英語の書類と日

本語の書類との間に齟齬が存した場合には、日本語の書類が優先するものとします。 

【将来に関する記述】 

このプレスリリースには公開買付者及び対象者、その他の企業等の今後のビジネスに関するものを含め

て、「予期する」、「予想する」、「意図する」、「予定する」、「確信する」、「想定する」等の、

将来の見通しに関する表現が含まれている場合があります。こうした表現は、公開買付者の現時点での

事業見通しに基づくものであり、今後の状況により変わる場合があります。公開買付者は、こうした表

現について、実際の業績や諸々の状況、条件の変更等を反映するための将来の見通しに関する表現の現

行化の義務を負うものではありません。 

このプレスリリースには、米国1933年証券法（Securities Act of 1933。その後の改正を含みます。）

第27Ａ条及び米国1934年証券取引所法第21Ｅ条で定義された「将来に関する記述」(forward-looking 

statements)が含まれています。既知若しくは未知のリスク、不確実性又はその他の要因により、実際の

結果が「将来に関する記述」として明示的又は黙示的に示された予測等と大きく異なることがあります。

公開買付者又はその関連者は、「将来に関する記述」として明示的又は黙示的に示された予測等が結果

的に正しくなることをお約束することはできません。このプレスリリース中の「将来に関する記述」は、

プレスリリースの日付の時点で公開買付者が有する情報を基に作成されたものであり、法令又は金融商

品取引所規則で義務付けられている場合を除き、公開買付者又は対象者（その関連者を含みます。）は、

将来の事象や状況を反映するために、その記述を更新したり修正したりする義務を負うものではありま

せん。 

【その他の国】 

国又は地域によっては、このプレスリリースの発表、発行又は配布に法律上の制限が課されている

場合があります。かかる場合はそれらの制限に留意し、遵守してください。このプレスリリースの
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発表、発行又は配布は本公開買付けに関する株券の買付け等の申込み又は売付け等の申込みの勧誘

をしたことにはならず、単に情報としての資料配布とみなされるものとします。 

 

 

 


